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大学設置基準改定の記事（大学設置基準改定の記事（20012001年年33月月2727日）日）
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設置経緯設置経緯
19951995年以前年以前
　　　　　信州大学は典型的な地方蛸足大学（分散キャンパス大学）　　　　　信州大学は典型的な地方蛸足大学（分散キャンパス大学）
　　　　　　　　　　　　　　　　⇒⇒　画像ネットワークシステム　画像ネットワークシステムSUNSSUNSによる遠隔教育による遠隔教育
　　　　 　　　　ADSLADSL を用いたを用いたITIT高速化研究（高速化研究（9999年に長野で始めて年に長野で始めてADSLADSL実用化）実用化）
　　　　　　　　CAICAI教材の研究開発教材の研究開発

19951995年年
　　　　情報工学専攻教官による「バーチャルユニバシティー研究会」発足　　　　情報工学専攻教官による「バーチャルユニバシティー研究会」発足

ITIT技術を使った、仮想空間上の大学構築の研究、技術を使った、仮想空間上の大学構築の研究、 教育法、講義配信、教育法、講義配信、

教務管理システムなどの技術開発を開始教務管理システムなどの技術開発を開始

20012001年年33月月
　　　文部科学省　官報告示　　　文部科学省　官報告示第五十一号「大学設置基準改正」（第五十一号「大学設置基準改正」（33月月2626日付）日付）
　　　ネット授業についての規制緩和　　　ネット授業についての規制緩和
　　　大学学部　　　大学学部 通学制では１２４単位の内６０単位までネット授業で取得可能通学制では１２４単位の内６０単位までネット授業で取得可能
　　　　　（設置基準　　　　　（設置基準 ２５条２，３２条４２５条２，３２条４ ））
　　　大学院　　　大学院 通学制・通信制に関わらず総ての単位をネット授業で取得可能通学制・通信制に関わらず総ての単位をネット授業で取得可能
　　　　　（設置基準　　　　　（設置基準 １５条１５条 ））

　　　学内処置によってインターネット上での授業が可能になる。　　　学内処置によってインターネット上での授業が可能になる。

20012001年年44月　　月　　ITIT大学院構想を発表大学院構想を発表
20022002年年44月　　月　　ITIT大学院開講大学院開講
20042004年年44月　　社会人３年次編入生を対象に月　　社会人３年次編入生を対象にITIT大学開講大学開講
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ITIT大学院のイメージ図大学院のイメージ図
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設置基準が認める設置基準が認めるITIT遠隔講義遠隔講義

　　　　　　対面授業におけるような同時性・双方向対面授業におけるような同時性・双方向
性がなくとも，インターネット等活用によって性がなくとも，インターネット等活用によって
全体としてそれと同等の教育効果が確保さ全体としてそれと同等の教育効果が確保さ
れるもの。れるもの。

1.1. 文字，音声，静止画，動画等の多様な情報を一体的に扱う。文字，音声，静止画，動画等の多様な情報を一体的に扱う。

2.2. 電子メールの交換などの情報通信技術を用いたり，オフィス・ア電子メールの交換などの情報通信技術を用いたり，オフィス・ア
ワー等に直接対面したりすることによって，教員や補助職員（教ワー等に直接対面したりすることによって，教員や補助職員（教
員の指導の下で教育活動の補助を行うティーチング・アシスタン員の指導の下で教育活動の補助を行うティーチング・アシスタン
トなど）が毎回の授業の実施に当たり設問解答，添削指導，質トなど）が毎回の授業の実施に当たり設問解答，添削指導，質
疑応答等による指導を行う。疑応答等による指導を行う。

3.3. 授業に関して学生が相互に意見を交換する機会が提供される。授業に関して学生が相互に意見を交換する機会が提供される。
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信州大の信州大のITIT講義講義
条件条件11　　文字，音声，静止画，動画等の多様な情報を一体的に扱う文字，音声，静止画，動画等の多様な情報を一体的に扱う
　　⇒⇒　動画，ＷＥＢページが連動する　動画，ＷＥＢページが連動するVODVODなどのなどの
　　　　　　マルチメディ教材マルチメディ教材

条件条件22　電子メールの交換などの情報通信技術を用いての、毎回の授　電子メールの交換などの情報通信技術を用いての、毎回の授
業での設問解答，添削指導，質疑応答等による指導を行う業での設問解答，添削指導，質疑応答等による指導を行う
条件条件33　授業に関して学生が相互に意見を交換する機会が提供されて　授業に関して学生が相互に意見を交換する機会が提供されて
いる」いる」

　　⇒⇒　　　　ＣＡＩテストによる反復演習ＣＡＩテストによる反復演習
　　　　　　　　　　レポート出題レポート出題
　　　　　　　　　　電子掲示板によると公開質疑電子掲示板によると公開質疑
　　　　

講義は全て原則的に学内外に公開講義は全て原則的に学内外に公開

　　　受講生は，ＣＡＩとレポート提出，電子掲示板での質疑というフィルター　　　受講生は，ＣＡＩとレポート提出，電子掲示板での質疑というフィルター
を通過した後，教官との個人面接試問（ＴＶ会議システムも利用）を受を通過した後，教官との個人面接試問（ＴＶ会議システムも利用）を受
けるける
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信州大の信州大のITIT講義講義

WEBWEBページ資料（講義資料）からページ資料（講義資料）から,,最上層の個人対面指導まで最上層の個人対面指導まで
のレベルが存在のレベルが存在
ITIT技術を活用。技術を活用。CAICAI，，VODVOD，，WebWebページを学期当初に準備。ページを学期当初に準備。
　　→→以後は電子掲示板，以後は電子掲示板，ee--mailmail，，TVTV会議システム等を用いた個別会議システム等を用いた個別
的な遠隔指導による教育の質の確保的な遠隔指導による教育の質の確保

対面

CAI

VOD

Web

TV会議, 電子掲示板

などを利用 → １５分／人

→ １５時間

→ １５時間

→ １５時間

講義科目
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大学院では必要な単位は全て大学院では必要な単位は全てネッネッ
トで取得可能トで取得可能

講義は原則として学講義は原則として学
内外に公開内外に公開

入学希望者には，入学希望者には，
事前学習事前学習を推奨を推奨

　（将来は義務付け）　（将来は義務付け）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　多様な経歴の入学　多様な経歴の入学
者の学力水準確保者の学力水準確保
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学生は学生は学習進捗を自己管理学習進捗を自己管理

CAICAIの進捗の進捗 レポート提出レポート提出
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学務処理もネットで学務処理もネットで
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各研究室はポータルサイト各研究室はポータルサイト
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教官支援システム（学生個別の教官支援システム（学生個別の
学習進捗状況の把握）学習進捗状況の把握）
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学生の年齢層や居住地は多様学生の年齢層や居住地は多様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図１　年齢構成
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今後の課題今後の課題

教材・講義の充実教材・講義の充実

　　　　教材の外部公開は　　　　教材の外部公開はFDFDにも有効にも有効
　　　　　　　　

学務事務処理，ネットワークシステム管学務事務処理，ネットワークシステム管
理その他は，システムを構築後に外部理その他は，システムを構築後に外部
委託　委託　⇒⇒　教員は教育研究に専念　教員は教育研究に専念
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ユビキタスはなお遠い（海外）ユビキタスはなお遠い（海外）

遠隔教育の対象者が日本国内に限定遠隔教育の対象者が日本国内に限定
されるべき理由は？されるべき理由は？

インターネットによる現地語での講義配インターネットによる現地語での講義配
信・研究指導は最も経済的な国際貢献信・研究指導は最も経済的な国際貢献

インターネットによってインターネットによって

　　　現地で受験できる入試制度　　　現地で受験できる入試制度

　　　現地で享受できる就学事務サービス　　　現地で享受できる就学事務サービス
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ユビキタスはなお遠い（国内）ユビキタスはなお遠い（国内）

国内の移動が困難な身体的ハンディキャッ国内の移動が困難な身体的ハンディキャッ
パーにも講義は提供されるべきパーにも講義は提供されるべき

社会人再教育や生涯学習社会への対応は社会人再教育や生涯学習社会への対応は
大学の重要な使命大学の重要な使命

柔軟な受講形態の実現や財政的支援その柔軟な受講形態の実現や財政的支援その
他の促進制度の整備が緊急課題他の促進制度の整備が緊急課題

　　　　在学年限の撤廃在学年限の撤廃

　　　取得単位数に応じた従量制授業料　　　取得単位数に応じた従量制授業料

　　　受講期間を柔軟にするパートタイム制　　　受講期間を柔軟にするパートタイム制

　　　複数大学での取得単位を累積して学位査申請ができる累積単位制　　　複数大学での取得単位を累積して学位査申請ができる累積単位制
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三年間の試行の結果三年間の試行の結果⇒⇒（既存大学を母体としなくても）インターネッ（既存大学を母体としなくても）インターネッ
ト上の大学・大学院は以下の前提条件で実現可能ト上の大学・大学院は以下の前提条件で実現可能

　　

（１）　目的意識，学習意欲が高い入学者（１）　目的意識，学習意欲が高い入学者

　　　　　　　　⇒⇒　スキルアップを目指す社会人など対象　スキルアップを目指す社会人など対象((『『市市
場場』』）を限定）を限定

（２）　ネットワーク管理，講義配信，教材編集管理など（２）　ネットワーク管理，講義配信，教材編集管理など
を行える専門要員を行える専門要員

（３）　（２）のスタッフの協力のもとに，ネットワーク上で（３）　（２）のスタッフの協力のもとに，ネットワーク上で
の学務処理を行える専門要員　の学務処理を行える専門要員　

（（44）　（２）のスタッフの協力のもとに，コンテンツ（教材））　（２）のスタッフの協力のもとに，コンテンツ（教材）

を作成でき，ネットを通じての学習指導能力・会話を作成でき，ネットを通じての学習指導能力・会話
能力をもっている教員能力をもっている教員
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ITIT戦略本部のｅ戦略本部のｅ--JapanJapan戦略戦略ⅡⅡ
（抜粋）（抜粋）

実現したいこと実現したいこと

1. IT 1. IT の利用により、個の学習スタイルを多様化し、個の能力を向上させるとともに国際的な労働市場におの利用により、個の学習スタイルを多様化し、個の能力を向上させるとともに国際的な労働市場にお
ける我が国の人材の競争力向上を図る。ける我が国の人材の競争力向上を図る。

　　（　　（この一環として、この一環として、2005 2005 年度までに年度までにIT IT を利用した遠隔教育を実施する大学学部・研究科をを利用した遠隔教育を実施する大学学部・研究科を2001 2001 年度の約年度の約3 3 
倍とすることを目指す。倍とすることを目指す。））

実現のための方策実現のための方策

11--1. 1. 社会人等が時間や場所を選ばず、社会人等が時間や場所を選ばず、IT IT を活用して必要となる教育を効率的かつ低廉な価格で受けるこを活用して必要となる教育を効率的かつ低廉な価格で受けるこ
とができる環境を整備する。とができる環境を整備する。
11--2. 2. 弁護士、公認会計士、弁理士、医師、司法書士、税理士等の専門職（以下「専門職」）に関して、専門弁護士、公認会計士、弁理士、医師、司法書士、税理士等の専門職（以下「専門職」）に関して、専門
職大学院を含め様々な学習機会における遠隔教育の取り組みをも踏まえ、職大学院を含め様々な学習機会における遠隔教育の取り組みをも踏まえ、ITITを活用した遠隔教育によりを活用した遠隔教育により
継続的に知識の向上ができる環境を整備する。継続的に知識の向上ができる環境を整備する。

方策実施上の課題と対応方策実施上の課題と対応

11--1. 1. 双方向遠隔授業を実現するため、全国的に双方向の高精細な動画による廉価な遠隔教育を可能と双方向遠隔授業を実現するため、全国的に双方向の高精細な動画による廉価な遠隔教育を可能と
するための設備（ソフト・ハード）の整備を行う。するための設備（ソフト・ハード）の整備を行う。
11--2. 2. 専門職について専門職についてIT IT を活用した遠隔教育による継続的な知識の向上を図る体制の整備をも図るため、を活用した遠隔教育による継続的な知識の向上を図る体制の整備をも図るため、
各分野の特性等に応じて、全ての単位を遠隔教育で取得することができるような環境を整備するなど多各分野の特性等に応じて、全ての単位を遠隔教育で取得することができるような環境を整備するなど多
様な教育方法の充実を行う。様な教育方法の充実を行う。
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実績を根拠に特区申請実績を根拠に特区申請
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この先にあるもの（希望？）この先にあるもの（希望？）

大学教育・体制の根本的変革，社会活性化大学教育・体制の根本的変革，社会活性化

　　　広大な敷地，アカデミニズムの象徴としての建物が存在意義が希薄になり，そ　　　広大な敷地，アカデミニズムの象徴としての建物が存在意義が希薄になり，そ
れに覆い隠されてきた教員個人の真の学問的実力がインターネット上に晒され，れに覆い隠されてきた教員個人の真の学問的実力がインターネット上に晒され，
また学習意欲の欠如した学生は仮想空間上のキャンパスからは排除されるまた学習意欲の欠如した学生は仮想空間上のキャンパスからは排除される
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　学びたいもの，大学教育を真に必要とするものが，大学に進学する教育体制　　　学びたいもの，大学教育を真に必要とするものが，大学に進学する教育体制
へ変化する。へ変化する。
　　　　教員はその学問・能力によってのみ存在意義が認められる独立した自営業　　　　教員はその学問・能力によってのみ存在意義が認められる独立した自営業
者的な個人になり，学部，学科などの教員組織は大学の講義と研究の目的を者的な個人になり，学部，学科などの教員組織は大学の講義と研究の目的を
実現するために集合し，役目を終えれば解散する流動的な教員集団に変化す実現するために集合し，役目を終えれば解散する流動的な教員集団に変化す
る。る。

　　　受験制度が存続されるとしても，入学者を制限する選抜ではなく，大学で学ぶ　　　受験制度が存続されるとしても，入学者を制限する選抜ではなく，大学で学ぶ
学力があるかどうかを検査する資格審査へと変化し，大学進学を一つの目標と学力があるかどうかを検査する資格審査へと変化し，大学進学を一つの目標と
した，小学校から，中学，高校までの受験教育体制の根本的な変化がおきる。した，小学校から，中学，高校までの受験教育体制の根本的な変化がおきる。

　　　社会人のスキルアップに貢献する働きながらの学習，若年労働人口の活性化，　　　社会人のスキルアップに貢献する働きながらの学習，若年労働人口の活性化，
都市部への集中から地方分散へ。　都市部への集中から地方分散へ。　


